
○今治市建築基準法施行細則

平成17年１月16日

規則第223号

改正 平成17年８月４日規則第283号

平成28年５月27日規則第83号

平成30年３月26日規則第13号

令和２年３月23日規則第17号

令和３年３月31日規則第72号

（趣旨）

第１条 この細則は、建築基準法（昭和25年法律第201号）、建築基準法施行令（昭和25年政令第

338号）及び建築基準法施行規則（昭和25年建設省令第40号）の施行に関し必要な事項を定める

ものとする。

（定義）

第２条 この細則において、「法」とは建築基準法を、「政令」とは建築基準法施行令を、「省

令」とは建築基準法施行規則をいう。

（建築主事の設置）

第３条 法第４条第２項の規定により、建築主事を置く。

（法人の場合の記載方法）

第４条 法、政令、省令及びこの規則の規定により提出する申請書、届出書又は報告書には、申

請者、届出者、報告者、代理人、設計者、工事監理者又は工事施工者が法人であるときは、そ

の名称、事務所の所在地及び代表者の氏名を記載しなければならない。

（省令第11条の３の区域の指定）

第５条 省令第11条の３の規定により指定する区域は、今治市全域とする。

（申請の取下届）

第６条 第４条に規定する申請書を提出した者は、当該申請を取り下げるときは、申請取下届（別

記様式第１号）を市長又は建築主事に提出しなければならない。

（工事監理者等の決定届）

第７条 確認を受けた者は、その工事の工事監理者又は工事施工者（以下「工事監理者等」とい

う。）を決定又は変更したときは、工事監理者等決定（変更）届（別記様式第２号）を市長に

提出しなければならない。

（工事の取りやめ届）



第８条 許可、認定又は確認（以下「許可等」という。）を受けた者は、当該建築物、建築設備

又は工作物（以下「建築物等」という。）の工事又は仮使用を取りやめたときは、遅滞なく交

付を受けた許可通知書、認定通知書又は確認済証（以下「許可通知書等」という。）を添えて、

建築物等の工事取りやめ届（別記様式第３号）を市長に提出しなければならない。ただし、法、

政令又は省令において別に定めのある場合は、この限りでない。

（変更届）

第９条 許可等を受けた建築物等に係る建築主、設置者又は築造主（以下「建築主等」という。）

の名義を工事完了前に変更しようとするときは、名義変更届（別記様式第４号）に許可通知書

等を添えて、市長又は建築主事に提出しなければならない。

２ 建築主等は、第７条又は前項による場合を除き、許可通知書等の内容に工事完了前までに申

請を要しない軽微な変更がある場合は、軽微変更届（別記様式第５号）を市長又は建築主事に

提出しなければならない。

（工事監理状況の報告）

第10条 法第６条第１項第１号、第２号又は第３号に掲げる建築物の工事監理者は、市長から当

該建築物に関する工事監理の状況に関して報告を求められたときは、工事監理状況報告書（別

記様式第６号）に市長が必要と認める図書を添えて報告しなければならない。

（法第22条第１項の区域の指定）

第11条 法第22条第１項の規定により指定する区域は、都市計画法（昭和43年法律第100号）第８

条第１項第１号の規定による用途地域内とする。

（道路の指定）

第12条 法第42条第２項の規定により市長の指定する道は、1.8メートル以上の道とする。ただし、

土地区画整理事業により築造した道を除くものとする。

（道路の位置の指定申請）

第13条 省令第９条の規定による道路の位置の指定申請書は、別記様式第７号による。

２ 前項の規定による申請書には、省令第９条に規定するもののほか、次に掲げる図書を添付し

なければならない。

(1) 道路の横断面図及び既存の道路との接続部分の縦断面図（縮尺20分の１以上）並びに道路

の縦断面図（勾配の判定できる図面。縮尺300分の１以上）

(2) 道路を利用して、敷地となる土地の敷地割図及びその敷地の面積表（縮尺300分の１以上）

(3) 道路及び敷地の排水に必要な側溝、街きょ、その他の配置図並びに構造図（縮尺300分の

１及び20分の１以上）



３ 市長が周囲の状況により必要がないと認める場合は、前項に規定する図書の一部を省略する

ことができる。

４ 省令第10条の規定による道路の位置の指定通知は、第１項の申請書の副本にその旨を記載し

て、申請者に交付することによって行う。

５ 前項の道路の位置の指定を変更し、又は廃止しようとするときは、前各項（廃止しようとす

るときは第２項を除く。）の規定を準用するほか、指定を受けた道路に接する敷地所有者の印

鑑登録証明書を添えた承諾書を添付しなければならない。

（角地等の指定）

第14条 法第53条第３項第２号の規定により市長が指定する敷地は、次のとおりとする。ただし、

土地の状況により支障があると認められるときは、この限りでない。

(1) 幅員各々４メートル以上の道路によって角地（道路が交差し又は折れ曲がる場合において、

その内角が120度を超えるものを除く。）をなし、敷地の周辺の４分の１以上が道路に接する

もの。ただし、道路の反対側に公園、広場、川又は海等があるときは、道路の幅員の限度を

低下することができる。

(2) 周辺の２分の１以上の道路に接する敷地

(3) 公園、広場、川又は海等に接し、前２号に準ずると認められる敷地

(4) 三方以上が道路に接する敷地。ただし、その２以上が法第42条第２項の道路に接するもの

を除く。

（し尿浄化槽の設置に係る区域の指定）

第15条 政令第32条第１項の表に規定する特定行政庁が衛生上特に支障があると認めて規則で指

定する区域は、公共下水道事業計画及び塔ケ谷特定環境保全事業計画に定められた予定処理区

域以外の区域とする。

（許可及び認定の申請）

第16条 省令第10条の４第１項及び第10条の４の２第１項に規定する規則で定める図書又は書面

は、省令第１条の３第１項に掲げる付近見取図、配置図、各階平面図、２面以上の立面図及び

２面以上の断面図その他審査に必要とする図書又は書面とする。

２ 省令第10条の４第４項に規定する規則で定める図書又は書面は、省令第３条第２項に掲げる

付近見取図、配置図、平面図又は横断面図及び側面図又は縦断面図その他審査に必要とする図

書又は書面とする。

（建築物の定期報告の時期）

第17条 省令第５条第１項の規定により市長が定める報告の時期は、平成29年及び同年を起算と

して３年ごとの９月１日から翌年の１月31日までとする。



（建築設備等及び工作物の定期報告の時期）

第18条 省令第６条第１項の規定により市長が定める報告の時期は、次の各号に掲げる建築設備

等の区分に応じ、それぞれ当該各号に定めるところによる。

(1) 政令第16条第３項第１号に掲げる昇降機 毎年４月１日から翌年の３月31日まで

(2) 政令第16条第３項第２号に掲げる防火設備 毎年９月１日から翌年の１月31日まで

２ 省令第６条の２の２第１項の規定により市長が定める報告の時期は、毎年４月１日から翌年

の３月31日までとする。

（垂直積雪量の指定）

第19条 政令第86条第３項の規定により特定行政庁が定める垂直積雪量の数量は、30センチメー

トル（波方町、大西町、菊間町、吉海町、宮窪町、伯方町、上浦町、大三島町、関前大下、関

前岡村及び関前小大下にあっては、20センチメートル）とする。ただし、山間部については、

その区域の標高及び海率を求めて基準式（多雪区域を指定する基準及び垂直積雪量を定める基

準を定める件（平成12年建設省告示第1455号）に定める基準式をいう。）により算出した積雪

量とする。

（公示）

第20条 市長は、次に掲げる場合には、その旨を公示するものとする。

(1) 法第22条第１項の規定による区域を指定したとき。

(2) 法第42条第１項の規定による区域を指定したとき。

(3) 法第52条第１項第７号の規定による区域を指定したとき。

(4) 法第52条第２項第２号又は同条同項第３号の規定による区域を指定したとき。

(5) 法第53条第１項第６号の規定による区域を指定したとき。

(6) 法第53条第３項第２号の規定による敷地を指定したとき。

(7) 法第84条第１項の規定による区域及び期間を指定したとき。

(8) 法第84条第２項の規定による期間を延長したとき。

(9) 法第85条第１項の規定による区域を指定したとき。

(10) 政令第131条の２第１項の規定による街区を指定したとき。

(11) 省令第11条の３第１項の規定による区域を指定したとき。

（建築計画概要書等の閲覧）

第21条 省令第11条の４第１項に規定する図書（以下「建築計画概要書等」という。）の同条第

３項の規定により閲覧に供する場所は、建築課とする。

２ 建築計画概要書等を閲覧しようとする者は、閲覧場所に備え付ける申込簿に所定の事項を記

載し、係員に申し出なければならない。



３ 建築計画概要書等は、所定の場所で閲覧し、他へ持ち出すことはできない。

４ 建築計画概要書等は、破損し、若しくは汚損し、又はこれに加筆してはならない。

５ 建築計画概要書等の閲覧を終了したときは、確実に係員に返還しなければならない。

６ 建築計画概要書等の閲覧時間は、市の勤務時間とする。

附 則

（施行期日）

１ この細則は、平成17年１月16日から施行する。

（経過措置）

２ この細則の施行の日の前日までに、合併前の今治市建築基準法施行細則（昭和47年今治市規

則第９号）の規定によりなされた手続その他の行為は、この細則の相当規定によりなされたも

のとみなす。

附 則（平成17年８月４日規則第283号）

この規則は、公布の日から施行する。

附 則（平成28年５月27日規則第83号）

（施行期日）

１ この規則は、平成28年６月１日から施行する。

（経過措置）

２ 建築基準法施行規則等の一部を改正する省令（平成28年国土交通省令第10号。以下「一部改

正省令」という。）附則第２条第４項の規定により読み替えて適用する一部改正省令第１条に

よる改正後の建築基準法施行規則（昭和25年建設省令第40号）第６条第１項の規定により市長

が定める報告の時期は、小荷物専用昇降機にあっては平成28年６月１日から平成31年３月31日

まで、防火設備にあっては平成28年９月１日から平成31年１月31日までとする。

附 則（平成30年３月26日規則第13号）

この規則は、平成30年４月１日から施行する。

附 則（令和２年３月23日規則第17号）

この規則は、令和２年４月１日から施行する。

附 則（令和３年３月31日規則第72号）

この規則は、令和３年４月１日から施行する。



















別記様式第１号（第６条関係）

別記様式第２号（第７条関係）

別記様式第３号（第８条関係）

別記様式第４号（第９条関係）

別記様式第５号（第９条関係）

別記様式第６号（第10条関係）

別記様式第７号（第13条関係）


